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資料・監修：マレーシア木材産業庁 

図 4.1.c15 産業用造林（永久林、州有林及び私有林）における木材生産管理手続き（続

き） 
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【証明書及び手続書類】 

木材生産管理に要する証明書及び書類は、次の表のとおりである。 

 

表 4.1.c19 木材生産管理に要する証明書及び手続書類 

 
資料・監修：マレーシア木材産業庁 

 

⑥丸太輸送 

ライセンス所持者は、全ての課徴金を納付した後に定められた森林検査ステーションか

ら工場に輸送する全ての丸太の移動許可書を申請しなくてはならない。 

工場は、丸太が入荷すると、トレーラーの運転手が携行してきた移動許可書を受領し、

その詳細データを丸太台帳に転記する。森林局職員は、工場で使用済の移動許可書を回収

し、その効力を抹消するとともに、丸太台帳に同許可書の記載内容が適正に転記されてい

るか確認する。 

工場が入荷した丸太を他の工場に輸送するときは、森林局職員に取引移動許可書を申請

し、その許可書を受領してから、出荷の準備を行う。 
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資料・監修：マレーシア木材産業庁 

図 4.1.c16 丸太輸送 
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【証明書及び証拠書類】 

丸太の輸送に要する証明書及び証拠書類は、次の表のとおりである。 

 

表 4.1.c20 丸太輸送に要する証明書及び証拠書類 

 
資料・監修：マレーシア木材産業庁 

 

⑦労働安全衛生 

永久林、州有林及び私有ゴム再造林地で労働者を雇用して事業運営を行う雇用者には、

次の表の「雇用者の義務」の欄に列挙した義務が課される。 

職業安全衛生局（DOSH）は森林局とともに、伐採作業を行う事業所に対し伐採作業の安

全衛生に係る不定期検査を行っている。雇用者の違反行為が判明したとき職業安全衛生局

は、違反の程度に応じて警告書、改善通告書又は禁止通告書を発し、雇用者に改善措置の

実施を命じ、後日、再検査を行って違反行為の解消を確認している。 

社会保障機構（SOCSO）は、雇用者による全ての労働者に係る保険料又は拠出金を納付

及び 1969 年労働者社会保障法要求事項の遵守がなされているかを定期調査により確認し

ている。 

さらに雇用者には、事故及び労働災害が生じたときの社会保障機構、労働安全衛生局及

び労働局への報告が義務づけられている。社会保障機構は、事故及び職業病に関する報告

を受領したときは、必要に応じて調査を行って、検査案件別に改善措置をともなった報告

書を作成するとともに 1969 年労働者社会保障法による所定の保障措置を決定し、社会保

障を行う。 

労働局は、雇用者の 1952 年労働災害保障法に基づき全ての外国人労働者への付保並び

に労働者の負傷の有無及び 1952 年労働災害保障法で規定する保障を確認する調査を継続

的に実施している。 
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資料・監修：マレーシア木材産業庁 

図 4.1.c17 労働者の安全衛生 
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資料・監修：マレーシア木材産業庁 

図 4.1.c17 労働者の安全衛生（続き） 
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資料・監修：マレーシア木材産業庁 

図 4.1.c17 労働者の安全衛生（続き） 

 

【証明書及び手続書類】 

労働者の安全衛生に係る証明書及び書類は、次の表のとおりである。 

 

表 4.1.c21 労働者の安全衛生に係る証明書及び書類 

 
資料・監修：マレーシア木材産業庁 

  



272 

 

（３）基準３ 法定課徴金 

ライセンス所持者は、ライセンス区域から林産物を生産する権利を得る前に、ライセン

スに係る全てのロイヤリティ、課徴金その他の手数料を納付しなければならない。 

ライセンス所持者が納付すべきこれらの額は、州当局が決定する。 

林産物の採取に係る法定課徴金は、次の 4 つである。 

 

 プレミアム 

 ロイヤリティ 

 森林開発税（Cess） 

 その他手数料 

 

全ての法定課徴金は、州森林局の会計窓口に納付する。法定課徴金納付時に会計窓口が

発行した支払証明書（領収書）は、その後の各種手続きに使用する。森林局は、丸太の生産

及び流通に係るロイヤリティ、その他の課徴金を前払金又は供託金として事前に徴収し、

法定課徴金の不払い又は木材の生産、取扱い現場での現金の授受が生じないように配慮し

ている。 

なお、森林局は法定課徴金の額を適宜見直しており、法定課徴金の改正をするときは官

報により公示する。 

 

A． プレミアム 

プレミアムは、林産物生産活動を行う場所に面積単位で課す一般税である。 

プレミアムの額は、森林規則の附則３の規定により永久林、州有林、マングローブ林、

「その他の林産物」別に定めている。「その他の林産物」のプレミアムの額は、ラタン、竹

類、ポール、シナモン、その他林産物に区分して定めている。 

プレミアムは、ライセンス区域の境界の検証及び刈払作業の開始前に納付しなければな

らない。ライセンス取得者は、納税額、領収書番号及び支払日を納税実績として森林伐採

計画書の第１項の４に記入する。州森林局長官による森林伐採計画書の審査は、この納税

事実も含めて行われる。 

 

B． ロイヤリティ 

ロイヤリティは、特用林産物を含む全ての林産物の生産に課す一般税である。 

森林規則附則２の規定は、ロイヤリティの額を丸太は樹種別材積単位で、ポールは規格

別に本数単位で、炭は重量又は梱包単位で定めている。さらに同附則は、特用林産物のロ

イヤリティについて種類別又は採取部位別に採取量単位で定めている。 

ロイヤリティは、森林開発税とともに森林検査ステーションが徴収する。森林検査ステ

ーションでは、生産した林産物を樹木タグ・木材生産管理台帳に照合して申告の適正を確

認し、丸太及び用材については材積を測定して税額を算出する。 
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森林検査ステーションは供託金管理台帳を作成し、検査員が台帳管理を行っている。森

林検査ステーションは、ライセンス取得者からロイヤリティを徴収したときは、台帳の供

託金残額から徴収額を減ずる。供託金残額が納税額に満たないときは、供託金の追加払い

が完了するまで、森林検査ステーションが林産物を保管する。 

森林検査ステーションは、ロイヤリティの徴収が完了すると、納税証明として林産物に

刻印で徴収印を打刻するとともに荷口別にロイヤリティ徴収額を記載した移動許可証を発

行する。 

なお、一連の林産物生産作業が完了した後に供託金の残額があるときは、ライセンス取

得者の申告により残額を還付する。 

 

  

写真 4.1.c12 供託金支払証明書 写真 4.1.c13 供託金管理台帳 

 

C． 森林開発税（Forest Development Cess） 

森林開発税は森林の再生を目的とした特別税であり、主要林産物の生産に対して課す。

同税は、森林開発基金委員会が管理運営する森林開発基金（Forest Development Fund）の主

要な財源である。森林開発基金は、州森林管理計画の作成、審査及び実施、アメニティ林

関連プログラムの作成及び実施並びに州森林再生計画の実施に活用されている。 

国家林業法の附則 3 は、森林開発税の税額を丸太及び用材については材積単位、ポール、

薪炭材、木炭及びラタン類についてはロイヤリティの額の 10％と規定している。 

森林開発税は、ロイヤリティとともに森林検査ステーションで徴収する。森林検査ステ

ーションは樹木タグ・木材生産管理台帳と現物の丸太を照合して適正を確認し、丸太材積

を測定して税額を算出する。同税は、ロイヤリティと同様に、供託金から納付する。 




